
規 則

��������������

�愛媛県規則第３号
審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年３月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則の一部を改正する規則

審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則（昭和２８年愛媛県規則第６２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

省略

省略

愛媛県感染症診査協議会委員

愛媛県感染症診査協議会臨時委員

省略

愛媛県教職員健康審査委員会委員

省略

警察署協議会委員

愛媛県留置施設視察委員会委員

省略

結核診査協議会委員

省略

感染症診査協議会委員

省略

愛媛県教職員結核審査委員会委員

省略

警察署協議会委員

附 則

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。ただし、別表の改正規定中愛媛県留置施設視察委員会委員に係る部分は、愛媛県留置施設

視察委員会条例（平成１９年愛媛県条例第３２号）の施行の日から施行する。

�愛媛県規則第４号
生活福祉資金貸付事業の補助に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年３月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

生活福祉資金貸付事業の補助に関する規則等の一部を改正する規則

（生活福祉資金貸付事業の補助に関する規則の一部改正）

第１条 生活福祉資金貸付事業の補助に関する規則（昭和３２年愛媛県規則第３９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 目 次 �
規 則

○ 審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則

の一部を改正する規則………………………………………………………１

○ 生活福祉資金貸付事業の補助に関する規則等の一部を改正する規則…１

○ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則の一部を改正す

発 行 愛 媛 県
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改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係）

生活福祉資金（長期生活支援資金及び離職者支援資金を除

く。）の貸付基準

� 省略

� 貸付金の種類、対象経費、区分、限度額、償還期間及び据置

期間

別表第１（第２条関係）

生活福祉資金（長期生活支援資金及び離職者支援資金を除

く。）の貸付基準

� 省略

� 貸付金の種類、対象経費、区分、限度額、償還期間及び据置

期間

貸付金の種類 対象経費 区

分

限

度

額

償還期

間（据

置期間

を 除

く。）

据

置

期

間

貸付金の種類 対象経費 区

分

限

度

額

償還期

間（据

置期間

を 除

く。）

据

置

期

間

１～３

省略

１～３

省略

４ 修学

資金

�

修

学

費

高等学校（学校教育法（昭

和２２年法律第２６号。以下

「法」という。）に規定

する高等学校並びに中等

教育学校の後期課程又は

特別支援学校

の高等部及び専修学

校の高等課程をいう。以

下同じ。）、大学（法に

規定する大学及び専修学

校の専門課程をいう。以

下同じ。）又は高等専門

学校（法に規定する高等

専門学校をいう。以下同

じ。）に就学するのに必

要な経費

省

略

４ 修学

資金

�

修

学

費

高等学校（学校教育法（昭

和２２年法律第２６号。以下

「法」という。）に規定

する高等学校並びに中等

教育学校の後期課程、盲

学校、ろう学校又は養護

学校の高等部及び専修学

校の高等課程をいう。以

下同じ。）、大学（法に

規定する大学及び専修学

校の専門課程をいう。以

下同じ。）又は高等専門

学校（法に規定する高等

専門学校をいう。以下同

じ。）に就学するのに必

要な経費

省

略

�

省

略

�

省

略

５～７

省略

５～７

省略

�～� 省略 �～� 省略

（災害救助法施行細則の一部改正）

第２条 災害救助法施行細則（昭和３５年愛媛県規則第１７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表１（第３条関係）

救助の程度・方法及び期間

１～７ 省略

８ 学用品の給与

ア 学用品の給与は、住家の全焼、全壊、流失、半焼、半壊、又

は床上浸水（土砂のたい積等により一時的に居住することがで

きない状態となつたものを含む。）により学用品を喪失し又は

別表１（第３条関係）

救助の程度・方法及び期間

１～７ 省略

８ 学用品の給与

ア 学用品の給与は、住家の全焼、全壊、流失、半焼、半壊、又

は床上浸水（土砂のたい積等により一時的に居住することがで

きない状態となつたものを含む。）により学用品を喪失し又は

愛 媛 県 報平成１９年３月２０日 第１８４５号外３
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損傷し、就学上支障のある小学校児童（特別支援学校

の小学部児童を含

む。以下同じ。）、中学校生徒（中等教育学校の前期課程及び

特別支援学校 の中学部生徒を含む。以下同じ。）及び高等学

校等生徒（高等学校（定時制の課程及び通信制の課程を含む。）、

中等教育学校の後期課程（定時制の課程及び通信制の課程を含

む。）、特別支援学校 の高等部、高等専門学校、専修学校及

び各種学校の生徒をいう。以下同じ。）に対して行うものであ

る。

イ～エ 省略

９～１２ 省略

ろう

損傷し、就学上支障のある小学校児童（盲学校、聾学校及び養

護学校（以下「特殊教育諸学校」という。）の小学部児童を含

む。以下同じ。）、中学校生徒（中等教育学校の前期課程及び

特殊教育諸学校の中学部生徒を含む。以下同じ。）及び高等学

校等生徒（高等学校（定時制の課程及び通信制の課程を含む。）、

中等教育学校の後期課程（定時制の課程及び通信制の課程を含

む。）、特殊教育諸学校の高等部、高等専門学校、専修学校及

び各種学校の生徒をいう。以下同じ。）に対して行うものであ

る。

イ～エ 省略

９～１２ 省略

（児童福祉法施行細則の一部改正）

第３条 児童福祉法施行細則（昭和３５年愛媛県規則第２９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第８号（第５条関係） 指定療育機関指定申請書 様式第８号（第５条関係） 指定療育機関指定申請書

省略 省略

児童の教育に必

要 な 設 備

学校の

名 称

学校の種別

（※６）

特別支援学校、特

別支援学級、教員

派遣

児童の教育に必

要 な 設 備

学校の

名 称

学校の種別

（※６）

養護学校、特殊学

校 、教員

派遣

設 置 又 は 開

始 年 月 日
学級数 教員数 在籍児童数

設 置 又 は 開

始 年 月 日
学級数 教員数 在籍児童数

小学部 小学部

中学部 中学部

記載要領 省略

備考 添付する図面は、病院の建物の配置図及び平面図であるが、

配置図には特別支援学校、特別支援学級又は教員派遣により

行われる場所及び結核にかかつている児童のみを収容する病

室の位置を明示し、平面図には結核にかかつている児童のみ

を収容する病室の位置及びその各室ごとの収容定員を明示す

ること。

記載要領 省略

備考 添付する図面は、病院の建物の配置図及び平面図であるが、

配置図には養護学校、特殊学校 又は教員派遣により

行われる場所及び結核にかかつている児童のみを収容する病

室の位置を明示し、平面図には結核にかかつている児童のみ

を収容する病室の位置及びその各室ごとの収容定員を明示す

ること。

（愛媛県重度心身障害児福祉手当支給規則の一部改正）

第４条 愛媛県重度心身障害児福祉手当支給規則（昭和４４年愛媛県規則第４４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第１号（第４条関係） 様式第１号（第４条関係）

省略 省略

障害

発生

又は

発見

時期

□ 生まれた時から

□ 満 歳の時

就

学

状

況

□ 未就学 □ 猶予 □ 免除

□ 特別支援学級（卒、在）

□ 普通学級（卒、在）

□ その他（ ）

障害

発生

又は

発見

時期

□ 生まれた時から

□ 満 歳の時

就

学

状

況

□ 未就学 □ 猶予 □ 免除

□ 特殊学級 （卒、在）

□ 普通学級（卒、在）

□ その他（ ）

注 省略 注 省略

（愛媛県心身障害者扶養共済制度条例施行規則の一部改正）

第５条 愛媛県心身障害者扶養共済制度条例施行規則（昭和４５年愛媛県規則第３８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

愛 媛 県 報平成１９年３月２０日 第１８４５号外３
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改 正 後 改 正 前

様式第２５号（第１０条関係） 年金受給権者現況届書 様式第２５号（第１０条関係） 年金受給権者現況届書

省略 省略

省略 省略

年

金

受

給

権

者

住所

年

金

受

給

権

者

住所

氏名
男

女
生年月日 年 月 日 氏名

男

女
生年月日 年 月 日

現況

施 設 入 所 等 の 有 無 年 金 管 理 者 の 有 無

現況

施 設 入 所 等 の 有 無 年 金 管 理 者 の 有 無

１ 省略

２

� 特別支援学校

� 特別支援学級

� 省略

省略 １ 省略

２

� 養護学校

� 特殊学級

� 省略

省略

注 省略 注 省略

（愛媛県災害遺児福祉手当支給規則の一部改正）

第６条 愛媛県災害遺児福祉手当支給規則（昭和４７年愛媛県規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第３号（第５条関係） 災害遺児福祉手当証書（その２） 様式第３号（第５条関係） 災害遺児福祉手当証書（その２）

省略 省略

〈お知らせ〉

１～３ 省略

４ 次の場合には、市町役場を経由して知事に届け出てください。

� 住所、氏名及び印鑑が変わつたとき。

� 遺児が義務教育を終了したとき （特別支援学校 の中学部

を終了したときを含む。）。ただし、義務教育終了の年度の翌年度に高等学校

（特別支援学校 の高等部を含む。以下同じ。）に入学する

場合にあつては、高等学校を卒業したとき。

� 省略

� 受給者が変わつたとき。

� 省略

〈お知らせ〉

１～３ 省略

４ 次の場合には、市町役場を経由して知事に届け出てください。

� 住所、氏名及び印鑑が変つた とき。

� 遺児が義務教育を終了したとき。（盲学校、ろう学校、養育学校の中学部

を終了したときを含む。）ただし、義務教育終了の年度の翌年度に高等学校

（盲学校、ろう学校及び養護学校の高等部を含む。以下同じ。）に入学する

場合にあつては、高等学校を卒業したとき。

� 省略

� 受給者が変つた とき。

� 省略

様式第８号（第９条関係） 災害遺児福祉手当受給資格喪失届 様式第８号（第９条関係） 災害遺児福祉手当受給資格喪失届

省略 省略

省略 省略

省略 省略

資

格

喪

失

の

理

由

イ 遺児が義務教育を終了した。（特別支援学校 の中

学部を終了したときを含む。）

ロ～ト 省略

資

格

喪

失

の

理

由

イ 遺児が義務教育を終了した。（盲学校、ろう学校又は養護学校の中

学部を終了したときを含む。）

ロ～ト 省略

省略 省略

省略 省略

愛 媛 県 報平成１９年３月２０日 第１８４５号外３
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。

（児童福祉法施行細則の一部改正に伴う経過措置）

２ この規則施行の際現に第３条の規定による改正前の児童福祉法施行細則様式第８号の規定により提出されている書類は、同条の規定に

よる改正後の児童福祉法施行細則様式第８号の規定により提出された書類とみなす。

（愛媛県重度心身障害児福祉手当支給規則の一部改正に伴う経過措置）

３ この規則施行の際現に第４条の規定による改正前の愛媛県重度心身障害児福祉手当支給規則様式第１号の規定により提出されている書

類は、同条の規定による改正後の愛媛県重度心身障害児福祉手当支給規則様式第１号の規定により提出された書類とみなす。

�愛媛県規則第５号
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年３月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則の一部を改正する規則

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則（昭和４１年愛媛県規則第３２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この規則は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭

和２５年法律第１２３号。以下「法」という。）及び精神科病院の任意

入院者の症状等の報告に関する条例（平成１９年愛媛県条例第１８号。

以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものと

する。

第２３条 省略

（任意入院者の定期病状報告）

第２３条の２ 条例第１条の規定による報告は、任意入院者定期病状報

告書（様式第１８号の７）により、当該保健所長を経てするものとす

る。

（趣旨）

第１条 この規則は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭

和２５年法律第１２３号。以下「法」という。）

の施行に関し必要な事項を定めるものと

する。

第２３条 省略

様式第１８号の６の次に次の１様式を加える。

愛 媛 県 報平成１９年３月２０日 第１８４５号外３
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様式第１８号の７（第２３条の２関係） 任意入院者定期病状報告書

（表）

任意入院者定期病状報告書
年 月 日

愛媛県知事 様
病 院 名
所 在 地
管 理 者 名 �

〈現在の精神症状〉
� 意識
１ 意識混濁 ２ せん妄 ３ もうろう ４ その他（ ）

� 知能
１ 軽度障害 ２ 中等度障害 ３ 重度障害

� 記憶
１ 記銘障害 ２ 見当識障害 ３ 健忘 ４ その他（ ）

� 知覚
１ 幻聴 ２ 幻視 ３ その他（ ）

� 思考
し

１ 妄想 ２ 思考途絶 ３ 連合弛緩 ４ 滅裂思考 ５ 思考奔逸 ６ 思考制止 ７ 強迫観念 ８ そ
の他（ ）

� 感情・情動
こう

１ 感情平板化 ２ 抑うつ気分 ３ 高揚気分 ４ 感情失禁 ５ 焦燥・激越 ６ 易怒性・被刺激性亢進
７ その他（ ）

� 意欲
こん

１ 衝動行為 ２ 行為心迫 ３ 興奮 ４ 昏迷 ５ 精神運動制止 ６ 無為・無関心 ７ その他（
）

	 自我意識
１ 離人感 ２ させられ体験 ３ 解離 ４ その他（ ）


 食行動
１ 拒食 ２ 過食 ３ 異食 ４ その他（ ）

〈その他の重要な症状〉
１ てんかん発作 ２ 自殺念慮 ３ 物質依存（ ） ４ その他（ ）

〈問題行動等〉
はいかい

１ 暴言 ２ 徘徊 ３ 不潔行為 ４ その他（ ）

〈現在の状態像〉
こん

１ 幻覚妄想状態 ２ 精神運動興奮状態 ３ 昏迷状態 ４ 統合失調症等残遺状態 ５ 抑うつ状態
そう

６ 躁状態 ７ せん妄状態 ８ もうろう状態 ９ 認知症状態 １０ その他（ ）

任 意 入 院 者

フ リ ガ ナ
氏 名 （男・女） 生年

月日
年 月 日生

（ 歳）

住 所 都道 郡市 町村
府県 区 区

任 意 入 院 年 月 日 年 月 日
今回の入院年月日 年 月 日

入 院 形 態

前 回 の 報 告
年 月 日 年 月 日

病 名
１ 主たる精神障害

ＩＣＤカテゴリー（ ）

２ 従たる精神障害

ＩＣＤカテゴリー（ ）

３ 身体合併症

生活歴及び現病歴

�
�
�
�
�


推定発病年月、精
�
�
�
�
�
�

神科又は神経科
の受診歴等を記
載すること。

（陳述者氏名 続柄 ）

入 院 歴
初回入院期間 年 月 日～ 年 月 日 （入院形態 ）
前回入院期間 年 月 日～ 年 月 日 （入院形態 ）
初回から前回までの入院回数 計 回

過去１２箇月間の病状又
は状態像の経過の概
要、治療の内容及びそ
の結果（過去１２箇月間
に行動制限が行われた
場合は、その必要性を
記載すること。）

症 状 の 経 過 １ 悪 化 傾 向 ２ 動 揺 傾 向 ３ 不 変 ４ 改 善 傾 向 こ の 報 告 に 係 る
診 察 年 月 日 年 月 日

任意入院継続の必要
性（通院へ変更がで
きない理由について
具体的に説明するこ
と。）

診 察 し た
精神保健指定医氏名 署名

精神医療審査会の意見今後の治療方針及び
退院へ向けた取組

措 置過去１２箇月間の外泊
の 実 績 １ 不定期的 ２ 定期的（ア月単位 イ数箇月単位 ウ盆・正月） ３ なし
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（裏）

記 載 上 の 留 意 事 項

１ 記名押印に代えて署名することができる。
２ 太枠内は、精神保健指定医の診察に基づいて記載すること。
３ 今回の入院年月日の欄は、今回あなたの病院に入院した年月日を記載すること。
４ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載することとし、その後、複数の入院形態を経ている場合には、順にその入院形態を記載すること。この場合において、精神保健及び精神障害者
福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第３３条第２項に規定する入院、同法第３３条第１項及び第４項に規定する入院、同法第３３条第２項及び第４項に規定する入院又は同法第３３条の４第２項に規定
する入院については、その旨を記載すること。
５ 生活歴及び現病歴の欄は、他の診療所又は病院での受診歴をも聴取して記載すること。
６ 前回の報告書の写しを添付することにより生活歴及び現病歴の欄の記載に代えることができる。ただし、新たに判明した事実がある場合には、追加記載すること。
７ 入院歴の欄は、他の病院での入院歴及び入院形態をも聴取して記載すること。
８ 入院時より６箇月の間に、開放処遇が制限された者の６箇月経過時の報告においては、「過去１２箇月間」とあるのは「過去６箇月間」と読み替えること。
９ 〈現在の精神症状〉、〈その他の重要な症状〉、〈問題行動等〉及び〈現在の状態像〉については、一般にこの書類作成までの過去数箇月間に認められたものとし、主として最近のそれに重点を置
いて、該当するすべてのローマ数字、算用数字及びカタカナを○で囲むこと。

１０ 診断した精神保健指定医氏名の欄は、精神保健指定医が署名すること。
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県規則第６号
愛媛県感染症診査協議会条例施行規則を次のとおり定める。

平成１９年３月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県感染症診査協議会条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県感染症診査協議会条例（平成１１年愛媛県条例第６号。以下「条例」という。）第６条第１項、第８条及び第９

条の規定に基づき、愛媛県感染症診査協議会（以下「協議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（委員等）

第２条 委員の任期が満了したときは、当該委員は、後任者が任命されるまで引き続きその職務を行うものとする。

２ 知事は、委員若しくは臨時委員が心身の故障のため職務の執行ができないと認めるとき、又は委員若しくは臨時委員に職務上の義務違

反その他委員若しくは臨時委員たるに適しない非行があると認めるときは、その委員又は臨時委員を罷免することがある。

（分科会）

第３条 分科会に属すべき委員及び臨時委員の過半数は、医師のうちから指名しなければならない。

（結核分科会）

第４条 結核分科会は、毎月２回以上開催しなければならない。ただし、結核分科会長がその必要がないと認めるときは、この限りでない。

（部会）

第５条 感染症分科会に、次の表の左欄に掲げる部会を置き、これらの部会の所掌事務は、感染症分科会の所掌事務のうち、それぞれ同表

の右欄に掲げるとおりとする。

名 称 所 掌 事 務

四国中央部会 愛媛県四国中央保健所管内に居住し、又は所在する病院若しくは診療所に入院している感染症（結核を除く。以下こ
の項において同じ。）の患者等に係る事項

西条部会 愛媛県西条保健所管内に居住し、又は所在する病院若しくは診療所に入院している感染症の患者等に係る事項

今治部会 愛媛県今治保健所管内に居住し、又は所在する病院若しくは診療所に入院している感染症の患者等に係る事項

松山部会 愛媛県松山保健所管内に居住し、又は所在する病院若しくは診療所に入院している感染症の患者等に係る事項

八幡浜部会 愛媛県八幡浜保健所管内に居住し、又は所在する病院若しくは診療所に入院している感染症の患者等に係る事項

宇和島部会 愛媛県宇和島保健所管内に居住し、又は所在する病院若しくは診療所に入院している感染症の患者等に係る事項

２ 部会に属すべき委員及び臨時委員は、条例第３条第１項各号に掲げる者のうちからそれぞれ１人以上とする。ただし、その過半数は、

医師のうちから指名しなければならない。

３ 部会の委員及び臨時委員は、２以上の部会の委員又は臨時委員を兼ねることができる。

（招集）

第６条 会長は、協議会を招集しようとするときは、開会の日の前日までに、会議の日時、場所及び目的である事項を委員及び臨時委員に

通知しなければならない。

２ 結核分科会長は、結核分科会を招集しようとするときは、開会の日の３日前までに、会議の日時、場所及び目的である事項を結核分科

会に属する委員及び臨時委員に通知しなければならない。ただし、緊急を要する場合は、この限りでない。

（会議録）

第７条 会長は、会議の終了後、速やかに、会議録を作成しなければならない。会議録には、次に掲げる事項を記載して、会長及び会議に

おいて会長が指名した委員又は臨時委員２人以上が署名しなければならない。

� 開催年月日

� 会議に出席した委員及び臨時委員の氏名

� 議決した事項及び賛否の数

� その他必要な事項

２ 会長は、会議録の写しを、その都度知事に提出しなければならない。

（準用）

第８条 第６条第１項及び前条の規定は、分科会及び部会について準用する。この場合において、同項中「会長」とあるのは「感染症分科

会長又は部会長」と、「協議会」とあるのは「感染症分科会又は部会」と、同条中「会長」とあるのは「分科会にあっては分科会長、部

会にあっては部会長」と、同条第２項中「知事」とあるのは「分科会にあっては知事及び会長、部会にあっては知事、会長及び分科会長」

と読み替えるものとする。
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告 示

（庶務）

第９条 条例第８条ただし書に規定する規則で定める保健所は、次のとおりとする。

名 称 保 健 所

感染症分科会 愛媛県松山保健所

感染症分科会四国中央部会 愛媛県四国中央保健所

感染症分科会西条部会 愛媛県西条保健所

感染症分科会今治部会 愛媛県今治保健所

感染症分科会松山部会 愛媛県松山保健所

感染症分科会八幡浜部会 愛媛県八幡浜保健所

感染症分科会宇和島部会 愛媛県宇和島保健所

（雑則）

第１０条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って定める。ただし、分科会又は部会に係る

ものについては、分科会長又は部会長が当該分科会又は部会に諮って定める。

附 則

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。

�愛媛県告示第４８６号
知事が定める地域等の指定（昭和３９年１２月愛媛県告示第１１１１号）の一部を次のように改正し、平成１９年４月１日から施行する。

平成１９年３月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

３ 条例第５条第１項第１３号の規定により指定する区域

次の表の左欄に掲げる道路から展望できるそれぞれ同表右欄

に掲げる区域

３ 条例第５条第１項第１３号の規定により指定する区域

次の表の左欄に掲げる道路から展望できるそれぞれ同表右欄

に掲げる区域

省略 省略

注１ 省略

２ 次に掲げる市町 の区域に係るものを除く。

� 松山市

� 大洲市

� 内子町

８ 規則別表第１第１の２の�のウの�の規定により指定する区

域

次の表の左欄に掲げる道路及び鉄道等から展望できるそれぞ

れ同表右欄に掲げる区域

注１ 省略

２ 松山市及び大洲市の区域に係るものを除く。

８ 規則別表第１第１の２の�のウの�の規定により指定する区

域

次の表の左欄に掲げる道路及び鉄道等から展望できるそれぞ

れ同表右欄に掲げる区域

省略 省略

注１ 省略

２ 次に掲げる市町 の区域に係るものを除く。

� 松山市

� 大洲市

� 内子町

９ 規則別表第１第１の２の�のウの�の規定により指定する区

間

注１ 省略

２ 松山市及び大洲市の区域に係るものを除く。

９ 規則別表第１第１の２の�のウの�の規定により指定する区

間

省略 省略

注１ 省略

２ 次に掲げる市町 の区域に係るものを除く。

注１ 省略

２ 松山市及び大洲市の区域に係るものを除く。
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� 松山市

� 大洲市

� 内子町

�愛媛県告示第４８７号
知事が定める地域等の指定（昭和３９年１２月愛媛県告示第１１１１号）の一部を次のように改正し、平成１９年７月１日から施行する。

平成１９年３月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

３ 条例第５条第１項第１３号の規定により指定する区域

次の表の左欄に掲げる道路から展望できるそれぞれ同表右欄

に掲げる区域

３ 条例第５条第１項第１３号の規定により指定する区域

次の表の左欄に掲げる道路から展望できるそれぞれ同表右欄

に掲げる区域

省略 省略

注１ 省略

２ 次に掲げる市町の区域に係るものを除く。

� 省略

� 宇和島市

� 省略

� 省略

５ 条例第５条第１項第１８号の規定により指定する空港及び駅前

広場並びにこれらの付近の地域

今治駅前広場 、新居浜駅前広場

及び西条駅前広場。ただし、歩道敷は、除く。

８ 規則別表第１第１の２の�のウの�の規定により指定する区

域

次の表の左欄に掲げる道路及び鉄道等から展望できるそれぞ

れ同表右欄に掲げる区域

注１ 省略

２ 次に掲げる市町の区域に係るものを除く。

� 省略

� 省略

� 省略

５ 条例第５条第１項第１８号の規定により指定する空港及び駅前

広場並びにこれらの付近の地域

今治駅前広場、宇和島駅前広場、新居浜駅前広場、八幡浜駅

前広場及び西条駅前広場。ただし、歩道敷は、除く。

８ 規則別表第１第１の２の�のウの�の規定により指定する区

域

次の表の左欄に掲げる道路及び鉄道等から展望できるそれぞ

れ同表右欄に掲げる区域

省略 省略

注１ 省略

２ 次に掲げる市町の区域に係るものを除く。

� 省略

� 宇和島市

� 八幡浜市

� 省略

� 省略

９ 規則別表第１第１の２の�のウの�の規定により指定する区

間

注１ 省略

２ 次に掲げる市町の区域に係るものを除く。

� 省略

� 省略

� 省略

９ 規則別表第１第１の２の�のウの�の規定により指定する区

間

省略 省略

注１ 省略

２ 次に掲げる市町の区域に係るものを除く。

� 省略

� 宇和島市

� 八幡浜市

� 省略

� 省略

注１ 省略

２ 次に掲げる市町の区域に係るものを除く。

� 省略

� 省略

� 省略

平成１９年３月２０日 発行
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